団体バスで巡る山陰周遊旅行商品造成支援事業費補助金交付要綱
　（趣旨）

第１条　団体バスで巡る山陰周遊旅行商品造成支援事業費補助金（以下「補助金」という。）
については、この交付要綱に定めるところによる。

　（補助金の目的）

第２条　一般社団法人山陰インバウンド機構（以下「機構」という。）は、宿泊を伴う鳥取
県及び島根県（以下「両県」という。）へのバス利用による団体旅行商品について、その
経費の一部を支援することで、山陰両県を巡る滞在型観光を促進することを目的とする。

　（補助事業者）
第３条　補助対象の事業者（以下「補助事業者」という。）は、旅行業法施行規則第１条の

２に基づく第１種旅行業務、第２種旅行業務及び第３種旅行業務の登録を受けた事業者と

する。
　（補助対象事業）

第４条　補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げるすべて
の要件を満たした旅行商品を対象とする。

（１）募集型企画旅行又は受注型企画旅行であること。
（２）１団体の構成が２０名以上（実績ベース）であること。

（３）両県内の宿泊施設で各１泊以上すること。
（４）両県の観光施設を３箇所以上利用し、かつ両県各１箇所以上利用すること。

（５）平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までに催行が終了する企画旅行である　

　　 こと。
（６）対象とする旅行商品が、両県その他団体から補助金、委託等を受けていないこと。

　（補助金の額等）

第５条　補助金の額は、下表の左欄に掲げる種別に応じた同表の中欄に掲げる金額を同表の

右欄に掲げる台数及び額を上限として予算の範囲内で交付するものとし、予算額に達した
時点で終了とする。

	種　別
	補助金額
	補助金の上限

	団体バスツアー
	バス１台あたり

６０，０００円
	１事業所あたり６台まで、３６０，０００円を補助金の上限とする。


　（交付の申請）

第６条　補助金の交付を受けようとする事業者は、補助金交付申請書（様式第１号）を一般社団法人山陰インバウンド機構代表理事（以下「代表理事」という。）に提出しなければならない。
　（交付の決定）

第７条　代表理事は、前条による交付申請があったときは、その内容を審査し、補助金を交付すべきと認めたときは、すみやかに補助金の交付決定を行い、補助金交付決定通知書（様式第２号）により補助事業者に通知するものとする。
　（事業の変更・中止）

第８条　前条により交付を受けた事業者が、補助事業の計画を変更（様式第１号の申請項目２，３，４，６，７に変更）又は中止する場合は、速やかに様式第３号により提出しなければならない。（但し、様式第１号の申請項目２、３、４のみの変更で、補助要件を満たしていれば提出不要）
２　代表理事は、前項の変更又は中止について提出があったときは、前条の規定を準用して通知を行うものとする。
　（実績報告）

第９条　補助事業者は、補助事業を完了したときは、その日から３０日を経過した日、または交付決定を受けた年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに、補助金実績報告書（様式第４号）を代表理事に提出しなければならない。
　（補助金の確定）

第１０条　代表理事は、前条の補助金実績報告書の提出があった場合には、その内容を審査し、必要に応じて検査を行い、その報告に係る補助事業の結果が適正であると認めたとき　は、補助金の額を確定し、補助金確定通知書（様式第５号）により補助事業者に通知するものとする。

　（補助金の請求）

第１１条　前条の規定により通知を受けた補助事業者が補助金の交付を受けようとすると

きは、補助金請求書（様式第６号）を代表理事に提出しなければならない。
　（帳簿等の保存）

第１２条　補助事業者は、当該補助事業にかかる証拠書類を事業完了後５年間保管しなければならない。

　（雑則）

第１３条　この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付等に関して必要な事項について
は、代表理事が別に定めるものとする。
附　則

１　この要綱は、平成２９年４月１日から適用する。
２　この要綱は、平成２９年１０月２日から適用する。
